
荒川区内住宅耐震化率
区内全域 76.2%

不燃化特区全域 75.0%
町屋･尾久 76.2%
荒川・南千住 72.4%

不燃化特区以外 77.6%

なし 27.9%

週1日以下 7.1%

週1̃2日 9.9%

週3～4日 7.1%

ほぼ毎日 42.8%

無回答 5.2%

家族介護について

屋内安全対策の実施状況
設置

家具転倒落下防止 45.5%
感震ブレーカー設置 23.2%
※50回区政世論調査

荒川区が実施する区政世論調査で区政への要望

は、ここ3年防災対策がトップ。荒川区は、23区で

３番目に人口密度が高く、約６割が木造密集地域、

災害危険度が全都トップクラスであり、当然です。

区政の一丁目一番でもあります。高齢化や一人暮

らしの増加など高齢者の介護、福祉も切実です。

憲法は、私たちが平和で安心した生活を送る上で

大事な「最高法規」です。憲法の平和主義、基本的

人権、国民主権を守りいかすことが、荒川区政と区

民のくらしにとても大事になっています。平和があっ

たこそ、不安のない暮らしがあり、子どもたちの未

来があるのです。そんな思いで区政の課題を考えてみました。

みなさんのご意見ご要望をぜひ寄せ下さい。 （横山幸次）

来年度は、３年に一度の介護保険改定が行わ

れます。介護サービスがどうなるのか、２３区

で一番高い介護保険料はどうなるのか。多くの

不安の声が出されています。

区の高齢者プラン策定に関する調査でも、要介護認定世帯の

35・3％が一人暮らし。経済的に生活が苦しいが全体で30％台

ですが、一人暮らし世帯では半数近くに及んでいます。また、

家族介護について「毎日42.3％」に及んでいます。

荒川区の介護保険料は、23区で最高額。値下げを求めていき

ます。経済的理由で必要な介護が受けられない状況を改善する

ため区の独自福祉施策拡充が課題です。合わせて、一人暮らし

高齢者の介護、福祉の相談活動と結んだ全数実態調査の実施と

支援を求めていきます。
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「不安」「不満」も物価高…基礎自治体荒川区の役割が問われます
左のグラフは、昨年末の町屋地域アンケート結果。右は、今年実施した日本共産党

区議団の第33回区民アンケートの一部です。暮らしの不安・不満や苦しくなった原因

は、物価高、税や社会保険料の負担と共通しています。アンケート実施後、中東情勢

の緊迫化もあり、もっと深刻になっています。生活の不安や不満にどう応えていくの

か、住民福祉の向上が区の基本的役割であり、緊急対応と合わせて来年度予算編成の

内容も問われています。

「一人の犠牲者も出さない」

ためには、住宅耐震化と屋内安

全対策（家具転倒落下防止、感

震ブレーカー）が絶対条件です。

荒川区は、大地震に弱い木造

密集地域が６割に及んでいます。

特に町屋駅を中止に町屋２、３、

４丁目、荒川地域全丁目が不燃化

特区となっています。荒川区の耐

震化率は、76.2％、不燃化特区で

は、75％です（いずれも棟数比）。

耐震改修工事が進まない要因に

①経済的負担が大きい②改修工事

時の仮住まいが必要③高齢化など

あげられています。また、屋内安

全対策は、区の補助制度も十分使

われず、設置状況など実態も正確

につかまれていません。

「犠牲者が出る」ことがわかっ

ていながら行政が放置すれば「不

作為」との誹りを免れません。日

本共産党区議団は、建替えと合わ

せて東京都が補助メニューに入れた「低コスト工法の活用」

を区に求めてきました。また、区内安全対策100％達成に向け、

困難な一人暮らし高齢者世帯など中心に訪問調査など行い、

設置に結びつける取り組みなど具体化が急がれます。

裏面 地域交通・産業問題、法律相談案内…など



区が支出する経費

町屋駅コースのみ

毎月288,300円支出

▽4ヶ月で1,121,600円

一人当たり3,200円程度

のコスト

賃上げ

賃上げ実施 39.5%

実施予定 9.6%

予定無し 44.4%

区は、令和あらかわ病院送迎バスを使っ

た移動支援に、町屋・南千住ルートの運

行経費の半分に当たる月28万8300円、４ヶ

月で112万円余の補助金を令和あらかわ

病院に支払っています。単純も70歳以

上利用者で割返すと、一人3200円程度

のコストになります。しかし、地域交

通・移動手段の維持には、全国どこで

も国や自治体からの補助なしでは不可

能です。この実証運行も当然区が財政

的支援があって実現、必要なコストです。

区は、コミュニティバス整備と運行補助について、運行経費

に「補助金は出せない」「補助金の桁が違う」「公平性」など

といって、繰り返し拒否しています。

おとなりの台東区では、コミュニティバスに今年度4億9000

千万円余の予算をつけています。地方だけでなく東京などの都

市部でも、公共交通機関、移動支援は公的な関与なくして維持

は不可能です。そのために適切な公的支援を行うことは、区民

の様々な権利を保障するために必要な区の仕事です。

誰もが自由に移動できる地域公共交通や移動の支援こそ、国

や地方自治体の責務ではないでしょうか。

区内の中小事業所数は、減

少に歯止めがかからず2021年

現在8000台になっています。

ここに来て、中東情勢の影響

が追い打ちをかけています。

何よりも政府の対応が求めら

れています。

同時に、実態を一番よく知

る基礎自治体・荒川区が、まず調査も行い、緊急に燃料・光

熱費、家賃など固定費への直接支援を実施すべきです。適正

な価格転嫁に関する中小受託取引適正化法（改正下請法）に

よる働きかけなどの支援が必要です。

人材確保へ賃上げの直接支援を求めます
人手不足の中、人材確保は、区内中小企

業の事業継続と経営力強化にとって切実な

課題となっています。そのためには、 賃

上げは避けて通ることができません。

昨年全国では中小企業の８割以

上、20人以下企業でも７割以上が

賃上げを行っています。しかし、

区内では、49％にとどまっていま

す。賃上げの実施に向けて、区の

直接支援の実施が急がれます。

☆生活相談は、随時受け付けています。

電話、メール、FAX等でご連絡ください。

☆定例法律相談

毎月第１月曜･午後６時～８時

横山区議事務所 （☎・fax 03-3895-0504）
メール：kouji.office@gmail.com

今後の日程 ７月６日（月）※８月はお休み

９月７日（月）10月５日（月）

都合がつかない、お急ぎなどの場合、ご連絡を！

※留守の場合は、留守電か以下の電話にご連絡ください。

日本共産党荒川区議団 03-3802-4627

日本共産党荒川地区委員会 03-3891-6682

憲法からくらし、区政を考えてみました。

区政に関する各種アンケートで、コミュニ

ティバスなど地域交通の整備を求める声が多

く寄せられています。地域公共交通の整備は、誰もが自分の行

きたいところに移動し、医療、福祉、文化などの権利を享受し、

憲法１３条の幸福追求権を保障するものです。憲法は、その保

障の実現を国や地方自治体に求めているのです。憲法の一つ一

つをいかし実現するには、私たちの不断の努力が必要です。

以前から解体工事を行っていた町屋７丁

目６番地の日本通運センターの跡地が更地

になっていました。「建築計画のお知らせ」

では９階建てのマンションになるようです。

この周辺は、商業施設がなく、」

住民のみなさんからは「買い

物が大変」といった声を多く

聞いてきました。区民アンケー

トなどでは、「マンションは

もういらない」などの声も少

なくありません。公共用地と

しての活用はできなかったの

でか…など考えながら。

横山幸次

荒川区の中東情勢に伴う経営支援
▼中東情勢の緊迫化に伴う中小企業臨時相談窓口

相談場所荒川区役所6F 経営支援課窓口

受付時間 月曜から金曜（祝日除く）

午前10時から午後5時まで

▼経済急変対応融資（原油価格・物価高騰

等対応）

区では、原油価格・物価高騰等の影響を受

けている中小企業者等のを支援するため、経済急変対応融資を実

施（本人負担金利0.3%、融資限度額1000万円、信用保証料全額補

助）…まずはご相談を！

問合せ 産業経済部経営支援課 03-3802-3111(内線)474


